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1問 題の所在

契約 における紛争を解決す るた めに、多 くの場合、契約 の解釈 に よる内容 の

確定が不可欠のステップ とな ることはいうまで もない。その契約 の解釈 には、

契約の成否、債務内容の確定、契約 の法性決定等 それ ぞれについての判断の問
1)

題が含 まれてお り、それゆえ契約の成立か ら消滅 にいたるまで、あらゆる局面

において当事者間の権利関係 に影響を与える重要な判断がこの過程 においてな

されるのである。 しか し、わが国の民法には契約の解釈方法について特に明文
z)

の規定 はおかれてお らず、契約の解釈 がいかに行 われ るべ きかは判例 ・学説 に

ゆだね られてい る。そのため、 これ まで主 として契約 の解釈方法 について様々

な議論がなされて きたので はあ るが、 こうした議論 に際 して、解釈 の対象 とさ
3}

れ るべ きものの範 囲については特 に意識 されて きた様子 はない。契約 自由の原

則 の一内容 としての方式の 自由が認 め られているのであ るか ら、一部の例 外を

除いて、契約 は書面 による必要 はな く口頭 によるもので も有効 に成立 しうる と

いうのが共通 の理解であ り、 したが って、 口頭 による契約では当該口頭の表示
4)

が契約 内容 をなす もの として解釈 の対象 にな るので ある。 また、理論上は、契
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約書が存在する場合でも、同時に契約書以外の口頭の表示があれば、それ も契
5)

約内容をなすもの として解釈の対象 とされてよいはずである。

これ まで契約の解釈の問題を考える際に、その対象 となるものは、漠然 と当

事者の表示であることが前提 とされてきた。 しかしなが ら、現実に契約の解釈

が法廷の場で問題 とされ るときには、必ず しもこのような前提に基づいて解釈

がなされていないのではないであろうか。訴訟 において契約書が存在 している

場合には、まず、当該契約書が真正に成立 した ものか どうかが問題 とな り、そ

れが真正に成立 したもの と認められれば、当該契約書の作成者が処分証書たる
rり の の 　 　 　 　 　 　 ラ

その契約書 によって契約 を締結 した ことが認め られ ることになる。 したが って、

もし契約 内容 に関 して紛争が生 じた場合 に、紛争解決 の第一段階 として契約内

容 を確定す るためには、 当事者 による表示行為 としての契約書の記載事項がそ

の解釈 の対象 ということにな るだ ろ う。すなわち、 そこに記載 された契約条項

を解釈 して意味 を確定す ることが契約内容の確定 とい うことにな るので ある。

その際、上述 の ように、契約書外 においてな された表示 も契約内容 を構成 す る

もの と考 え、契約書 の文言 とともに契約 内容 を確定す るために解釈の対象 とさ

れて よい と思われ るが、実際にはそれが困難で あると考 え られているようであ
7)

る。現実 の裁判 においては、その ような表示 は、契約 内容 を構成 する合意 とし

て扱われ るのではな く、契約 の成立 を阻害す る要 因 としての錯誤等を判断す る
8)

ための資料 として考慮 され るこ とが多いのではないだ ろうか。

前述 した契約 の一般原則 にも関わ らず、なぜ 、実務 においては契約書外 の表

示が この ように扱われ るのであろ うか。その理由について は、上に述べた よう

に処分証書 としての契約書の、訴訟 における取 り扱 いな どが考 えられ るが、い

ずれ にせ よ、 そのような慣行が あ るとすれ ば、 それ は取 引の相手方の信頼 を著

しく害す る結果 を生 むこ とにな らないだろ うか。 とりわけ、消費者取引な どに

おいて は販売員が勧誘の際 に行 う説明やパ ンフレッ トな どの広告類 に記載 され

た内容 と、契約書の記載 内容 とが完全 には____,致してお らず、消費者の抱 いた期

待が裏切 られた ことに対する苦情が しぼ しぼ見 られ るので あって、 この ような

場合 に契約 内容 を契約書 の記載 内容 に限定 し、 あ とは消費者 の救済 をもっぱら
g}

錯誤法理等 にゆだね る とい うので は不十分だ とはいえまいか。 これは一般市民

の感覚 と法律 との乖離 を示す___.つの問題で もあ り、 この ような状況が望 ましい
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ものとは思われないのである。そのような市民の常識 と法 とのギャップを埋め

る方向で、契約締結に至る過程において表示されたことと契約書 との関係を再

検討 し、明確 にしてお くことが必要であろう。その際に、契約法の一般 理論 と

して、契約書外の表示を契約の効力を否定するための判断要素 としてだけでは

な く、契約内容を構成するもの として位置づけることによって相手方保護を模

索することも、従来の効力否定型の救済手段 とともに、もっと考慮されてよい

のではないだろうか。

ところで、契約書の内容が一方当事者の認識 していたものと異なる場合は二

つに大別できる。それは、問題 となる事項に適用 されるべき契約条項が契約書

中(約 款を含 めて)に 記載されている場合 と、そうでない場合 とである。考慮

されるべき契約条項が存在 している場合はさらにまた、一方当事者が当該条項

の存在について認識 していない場合にその効力を認めるべきか という問題 と、

契約締結過程において表示された事柄 と当該条項の内容 とが食い違っている場

合にどちらが優先すべきかという問題に分けることができる。 このうち前者の

問題 はこれまで約款論において中心的に論 じられてきたものであ り、一方の当

事者 に何の説明もなかった契約条項が約款中にあり、約款を用意 した当事者が

それを援用 して自己に有利な紛争解決を図る、 という場合であって、この場合

には当該条項が約款作成者側に一方的に有利なものであることが多 く、条項内

容自体の正当性 も問題 となるが、当該条項を相手方が認識 していないにも関わ

らず、契約上の拘束力を認めてよいのか、認めるとすればその根拠はどこに求
ヨの

め られ るべ きか、 とい う形 で議論 されて きた。 これに対 して、後者 のケースは、

契約締結過程 において一方当事者が表示 した内容が契約書 中の条項 と異 なる場

合 である。た とえぼ、それが契約 の目的物 あるいは目的 とな る役務等 に関す る

重要事項であれば、消費者契約 においては不実告知 として扱 われるこ とにな り、

消費者 は契約 を取 り消す ことができるが(消 契4条1項)、 この ような解決 は、

契約書 に記載 された条項が契約 内容であ り、 それ と異なる説明等 の表示 は 「事

実 と異な る」 ことを表示 した ことになる とい う理解 を前提 としてい るもの と思

われ る。 はた してその ような理解が妥当か どうか、 すなわち一方当事者 が認識

していなかった条項 が契約 内容で あって、他方 の口頭 の説明等 によ り相手方 も

認識 していた事柄が契約内容 とな らない というのは常識 的な感覚か らは理解 し
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がたいのではないか、 とい う疑 問が残 る。つ ま り、契約書外の表示が契約書 に

記載 された条項 を変更 しうるか、 とい う問題であ る。

また、 もう一方 の、契約書外で表示 された事項 について契約書 に記載が ない

場合 には、契約内容がその契約書 に記載 された内容に限定 され るのか、 口頭の

合意その他 に よって契約書 に別の債務 を付加 しうるのか、 とい うことが問題 と

な る。 これ は、契約書 に記載 された内容だけが契約 内容を構成す るという理解
11)

にたてぼ、契約の補充的解釈 の問題 とい うことになる。すなわち、 この場合 に

も、契約書外 の表示 を契約解釈の一資料 として考慮す る方 向 と補充 は任意規定

によるもの として、全 く考慮 しない方向 とがあ りうるし、 「補充」 としてではな

く、契約書 外の表示 も契約内容 を構成 す るもの として とらえるこ とも考 えられ

るのであって、 いずれに しろ、 その表示 の位置づ けが問題 とな るで あろう。

本稿 では、 これ らの問題の うち、特に第一の問題 について はすで に約款論 に

おいてかな り議論 されてきてい るので、主 として これを除いた二つの問題、す

なわち、 当事者が契約締結過程 において表示 した ところと異な る内容 の契約条

項が契約書 に記載 されていた場合 と表示 に対応す る事項 についての契約条項が

存在 しなか った場合 とを念頭 に置いて、 それ らの表示が どの ように扱 われ るべ

きか を検討す ることに したい。その際、ParolEvidenceRuleと い う準則を有

す るとされ るイギ リス法 を参照 し、参考にす る。ParolEvidenceRuleは よ く

知 られ るように、契約書(文 書)が ある場合 には契約書外の証拠 によって契約

内容 に付加、変更、削除をな しえない とす る準則であ るが、後 に述べ るように、

イギ リスにおいて はこの準則 に対 してかな り広範 な例外が認 め られていて、む

しろその廃止が検討 され、 あるいは準則 の存在 自体 に疑 いが もたれてい るので

ある。 したが って、本稿 の 目的か らす る と、 この例外がいかな る場合 に認め ら

れ るのか、 また、 それが どの ような理論 によるのか といった点がわが国におけ

る上述の問題 を考察 す るにあた り参照す るに値す る と考 え られ るので あ り、ま

ず、以下ではその点に注意 しつつ、イギ リス にお けるこの準則の内容 と例外 と

を概観す ることに したい。
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1イ ギ リス 法 に お け るParoiEvidenceRuleと そ の 例 外

1ProsEvidenceRuleの 意 義

(1)ParolEvidenceRuleの 趣 旨 お よ び 適 用 対 象
12}

ParolEvidenceRuleは わ が 国 にお い て 一 般 に 「口頭 証 拠 の法則 」 とか 「口
13}

頭証i拠排 除 ル ー ル 」 な ど と訳 され て い る。確 か にParolEvidenceRuleと い う

英 語 の訳 と して は そ うい う こ とにな るが 、 この準則 の 内容 は、契 約書 に限 らず、

他 の文 書 の解釈 に際 して も当該文 書 以外 の一 切 の証 拠提 出 を認 めな い とい うも

ので あ るので 、 「外部 的証拠 方 法 の排 除」(exclusionofextrinsicevidence)
　ラ

な どとといわれ ることもあ る。本稿 においては当該準則 の趣 旨か ら 「文書外証

拠排除準則ゴ と訳す ことにす る。

この文書外証拠排除準則 についての、判例における代表的な表現の一つは 「口

頭の証言 は、書面 による契約 の条項、すなわち両当事者がその契約 のいずれか

の部分 を記録す ることに意識的 に合意 した ところの条項 を否認 し、変更 し、そ

こに付加 し、 あるいは取 り除 くためには、受 け容 れ られない」 とい うものであ
I5}

る。 ここでは契約のみが対象 とされてい るが、上述の とお りこの準則の適用対

象 は契約書だ けでな く、裁判記録や仲裁人の裁定書、為替手形、約束手形 、船
16)

荷証券、遺言書 な どに も適用が ある とされている。 また、排除 され るの は口頭

で述べ られた ことが らについての証拠 に限 らず、他 のメモや記録 な どの文書類

の証拠 も一定の例外 を除 き、 その提出は認 め られない。以下、本稿で は契約書
17}

のみを問題 とするが、本準則 自体は このように広い適用範 囲をもっ もので ある。
18)

② 沿革

ウィグモアによ如 ま＼文書外証拠排除準則は17世 紀後半に確立 した とされて

いるが、 それ までの過程 は大 き く3期 に分 け られ てい る。すなわち、初期 ゲル

マ ン法の時代か ら1200年 代 における印章の普及 まで、その後、イ ングラン ドに

おける1677年 の詐欺防止法制定 まで、 さらに同法制定後か ら現代 におけ る同準

則 の承認 まで、である。

まず、ゲルマン人が ヨーロ ッパ西部お よび南部 に侵略 していった当時、 その

法 システムでは取 引行為に書面 を用 い るこ とはな く、 もっぱ ら、形式的 な 口頭

の取 引が行 われていた。その後、 ローマの取 引慣行 の影響 によ り、取 引に書面
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を用い る とい うこともy部 で行われたが、ゲルマンのシステムにおける書面 の

意味 は、せ いぜ い、譲渡 され る土地の象徴 として、離れた場所で も正式な土地

の引渡 を可能 にする ということや将来のために証人の名前 を記録す るといった

ことにす ぎず、その書面 に記 された内容 を証明す るためには証人の証言が必要

であった。

その後、1000年 代 に印章を使用す る慣行が徐々 に普及 し始 め、書面に自らの

印影 を付 した場合 には、 その書面 に記載 された文言 を争 うことがで きない とい

う観念が生 じた。その結果、書面 に捺印 されてい る場合 には、証人 による書面

の内容の証明 は行 われな くな り、1200年 代を通 じて印章 の使用が 一般 的に普及

するに至 って、1300年 代 中には、証人の証言 による書面 内容 の証明が徐々に消

滅 していった。 しか し、 アングロ ・ノルマンの時代 には、一般の人々の間では

文字が普及 していなかったため、主要 な取 引である土地取引は口頭の形式で行

われ、捺印証書 は取引その ものではな く、証拠 としての効力を有す るにす ぎな

かった。っ ま り、土地取 引に とって重要 な要 素 は依然 として土地 占有 の引渡

(liveryofseisin)だ ったのであ り、捺印証書は必要な付属物 とされてはいたが、

取 引自体 は捺 印証書 とは別に行われ るもの とされていたので ある。

捺印証書の記載 内容が争い得ない とい う効果 を支 えていたのは、当初、 自ら

捺 印 した証書 の記載事項 を証人の証言によって覆す こ とはで きないという禁反
I9)

言の理論であった。 これ と並んで後の理論的展開 に重要な役割 を果た したのが、

ある性質 の取 引行為 は、 それに劣後す る性質 を有す るいかなるものによって も

覆す ことはで きない とい う理論であった。つ ま り、書面の信頼性が尊重 され る

ようにな り、 これ よ り不確 かな口頭 の証拠は書面 に劣後す るもの と考 えられた

ので、 もはや口頭の証拠によっては捺印証書による契約内容を覆 し得な い とさ
20)

れたのであ る。 この理論 によ りさらに捺印証書の効力は強化 され、捺 印証書 に

よって、証書作成 に至 るまでの取引行為が消滅す るとい う観念 へ と展開 してい

くことになった。すなわち、 口頭で行われた取引の効力 は、捺 印証書 を作成す
　

ることによってそこに吸収 されて消滅する と考 えられ るようになったのである。

ここにいたって、捺 印証書 は単 に取 引行為 を証明す るものではな く、取引行為

その もので あると観念 され るようにな るのである。 このような観念 は、1400年

代 を通 じて、取 引を証明す るもの としての捺 印証書 とい う観念 と併存 しなが ら、
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徐々 に支配的な地位 を占めていった とされてい る。

この理論 は1500年 代 においては、あ くまで捺 印証書 にのみ適用 され るにす ぎ

なかったが、1600年 代後半における詐欺防止法(theStatuteofFrauds,1677)

の 出現 によって さらなる展開を見せ るこ とになった。すでに この時代 までには、

不動産 に関す るすべての取 引につ いて捺 印証書 の内容 に関す る不可争性 の準則

が確立 してお り、 また、社会的には識字率の向上や債務証書 に関す る商慣習、

裁判官に よる陪審 の厳格な統制、書面への信頼 を尊重す る一般 的方針な ど、文

書外証拠排除準則確立への基盤 はで きあが っていたので ある。詐欺 お よび偽証

防止法においては不動産の取引が捺 印証書 または書面 によ りなされ るべ きこと

が規定 され、その ような形式 を とらない取 引は完全 に無効で ある とされた。 こ

れによ り、不動産取引が証書 によって証明 され るのではな く、証書が取 引を構

成 す ること、およびその証書が捺印証書 であ る必要はな く、通常 の書面 で よい
22)

こととなった。 これ らの規定の適用範囲 は限定 されていたが、その影響 は広範

に及び、詐欺 防止法 は、 口頭の証拠 に関す るあらゆる問題 において一般 的な原

理を示す もの と考 え られ るようになった。 その結果、 同法が適用 されな い多 く

の取 引において も当事者が任意 に書面 を作成 し、 それが契約 を証明す るもので
23)

はな く、契約を構成するものとして扱われ るようになった とされる。か くして

17世 紀末期以降、若干の古い理論の名残はあったものの、その後に文書外証拠

排除準則 とされるものが確立されていったのである。

(3)現 在の文書外証拠排除準則

①以上のような経緯で成立 した文書外証拠排除準則はしぼしぼ判例 において
24)

明確 に定立 された法準則であ ることが述べ られてきたが、実 はその内容が一義

的で あるとは言い難 く、現在 ではい くつか の異 なる意味で用い られてい る と考

えられ る。法律委員会(LawCommission)は1986年 に、その10年 前 の同委
25}

員会の ワーキングペーパーを うけて、本準則 の廃止 を検討す る報告書 を公 表 し
26)

ているが、その ワーキングペーパーの中で、ParolEvidenceRuleと して言及

され る準則の内容 を三つ に分類 している。 それは、取引行為が書面 に記録 され

た場合 には、 まず、(a)その条項 についての他 の証拠、すなわち書面 につ いての

二次的な証拠 の提 出が認 められない、 とい うものである。 これは証拠法上 の準

則であ り、 いわゆる 「最良証拠準則」(BestEvidenceRule)と して知 られて
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27)

いる。次 に、㈲前述 のよ うに、契約書記載の条項 に対す る付加、変更、削除 を

目的 とす る、当該契約書外 の条項 についての証拠の提出が認め られない とい う

ものであ り、ParolEvidenceRuleは この意味 において同報告書 によ り検討の

対象 とされた。 さらに、(c喫 約書 に記載 された条項 の意味について、契約書作

成者 の意 図 した ところを示 す、契約書外の証拠 の提 出を認 めない とい う趣 旨で
28)

この準則が述べ られることがある。わが国においては契約の狭義の解釈 とされ

ている問題である。本稿の主題 との関連で問題 となるのは㈲の意味での準則で

あり、文書外証拠排除準則 という場合はこの趣旨の準則を指すもの とする。

②文書外証拠排除準則は、その歴史的経緯から見てわかるように、口頭の証

拠に対する書面による証拠の優越性 と、一定の契約類型における成立要件 とし

ての書面の要求の他の契約類型への類推 とがその理論的根拠 となって成立して

いる。 しか し、書面による証拠の優越性については、すでに19世 紀中に口頭の
29)

証拠 が制定法 によ り認め られてお り、 また、契約成立要件 としての書面 の要 求

とい う点 については、 それが要件 とされ る特定の契約類型 においてのみ問題 と

され るべ きものであって、 それ以外の契約類型 において は必ず しもそのような
30}

類推がなされるべ き理由は存在 しない。 したがって、現在では同準則の根拠は、

契約当事者が当該書面に記載 された契約条項を契約内容のすべてであると意図

しているという、当事者意思の推定であると考えられるようになっている。す

なわち、契約締結前の交渉を経て、最終的に契約内容 とすべ き事柄をすべて契

約書 に記載 し、両当事者が契約を締結 した ということである以上、もはやその
31)

交渉 の内容 は契約 内容 に影響 を与 えない とい うことである。 これは前述 した吸

収の法理(doctrineofmerger)の 考 え方で あ り、契約内容の確実性 を増 し、
32)

訴訟 指揮 における時間の節約 になると考 え られてい る。

しか し、 こうした当事者意思の推定が根拠 とい うことにな ると、実際 には契

約書の記載 内容が当事者 の意思 に反す る可能性があ るので あるか ら、その点に

ついての口頭の証拠 による立証 を排除すべ き理由は乏 しい ことにな り、結局多

くの例外 を認めざるを得 な くなったので ある。多 くの例外が認 め られた結果、

はた してParo1EvidenceRuleが 法準則 といいうるのか どうか、今 日ではその

評価 が分 かれている。以下では、 その例外ない し適用対象外 とされ る場合 につ

いて概観 し、 その後 に改めて同準則 の評価 を見 るこ とに しよ う。
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2ParolEvidenceRuleの 「例外」

一般 的 に、契約法 の教科書 な どにおいては、文書外証拠排除準則の例外 ある
33)

いは適用範囲外 とされ るもの としてい くっかの項 目が列挙 されてい る。 これ ら

例外 とされてい るものは、二種類 に大別 する ことがで きる。一つ は契約 自体 の

効力の存否 を左右す る事項 についての外部的証拠の提出であ り、 もう一つ は契

約内容の確定に関す るもので、付随的契約(collateralcontract)力 雪あ る場合、

契約の0部 が書面 によ り、一部が 口頭の合意 によ る場合、 さらに慣習 による契

約内容 の補充の場合 における、 これ らを立証 するための証拠の提出で ある。 こ

の うち前者 は、 そもそも本準則が契約 内容 について契約書外の証拠 による付加、

変更、削除を認 めない とい うものであるか ら、 その適用対象外で あ ると考 える

方が妥当であろう。 また、後者 について も、本準則 を法準則 として認 めない立
34)

場か らは例外 としては位置づ けられていない。いずれ にせ よ、後者 の場合 にお

いて、契約書外 の証拠の提 出を認 め る結果 、本準則 の意味 その ものが問 われ る

ことになってお り、本準則の理解に とっては後者の 「例外」が重要 な意味をもっ

てい る。

以下では、 これ ら二種類 の 「例外」の うち、前者 の場合 を一瞥 した上 で、後

者の場合 について少 し詳 し く見てい くことにする。

(1)契 約の効力の存否 を左右す る事項の立証 における文書外証拠 の認容

このような場合 として、書面 により契約 が締結 されているが、 その効力が口
35)36)37)38)

頭で合意された停止条件に服せ しめられている場合、錯誤、詐欺、不実表示ある
3g}

いは契約 目的の違法性 を立証 して契約 の効力を否定 しようとする場合、nonest
40)

factumの 抗弁をする場合、契約書 に署名 した当事者が代理人であ ることを立証
41)

する場合、書面による契約内容が後に当事者の合意で変更 された り、取 り消さ
42)43)

れた場合、約因の存否あるいは変更を立証する場合、契約の真の性質を立証す
む 　う

る場合 な どが これ まで認 められて きてい る。上述の とお り、 これは文書外証拠

排除準則の 「例外」 とす るよりは、適用対象外 とされ るべ き場合で ある。 これ

らの事項が適用対象外 とされ ることは、本準則が契約 内容 にっいての契約書外

の証拠 による立証 に関す るもので あることを確認 し、明確化す る意味 を有 する

にす ぎない。
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(2>契 約 内容 の確定 におけ る文書外証拠 の認容

契約内容 に関す る事項 についての文書外証拠排除準則適用 の例外 も、通常 は

上 に述べた契約 の効力の存否 を左右す る事項 と区別 され ることな く並べ られて

いるこ とが多 いが、後者 に本準則が適用 されないのはその趣 旨か らして当然で

あるのに対 して、前者、 とりわけ付随的契約ない し0部 書面 ・一部 口頭 による

契約 とい う構成 を認 めてそれを 「例外」 とすることは、本準則の意義 その もの

に関わって くる重要 な問題 であることは前述の とお りであ る。 したが って、 こ

こでは契約 内容 に関す る事項 の うち、 まず比較的 に重要性の高 くない慣習 につ

いて述べ、次 にいわゆる 「例外」 としては最 も重要 である と考 え られ る付随的

契約 および一部書面 ・一部 口頭 による契約構成 について見てい くことにしよう。

① 慣習 につ いての立証

契約条項がない事項 に関す る慣 習が存在す る場合 には、 その慣 習の立証 によ
46)

り契約内容 を補充す ることが認め られ る。 これ は慣習による推認条項(Implied

termsbycustom)と 呼 ばれ るもので、 あ くまで、明示の契約条項 と矛盾 しな

い場合 にのみ認 め られ る。

この契約内容の補充の場合 とは別 に、明示の条項 で用 い られた文言 の意味の

解釈 につ いて慣習が参照 され ることはあ る。 その文言が通常の意味 とは異な る

意味で用 い られ る慣習がある場合 には、 その慣習 の意味 によ り、解釈 され るこ
47?

ともあ り得 るので あ る。

② 付 随 的契 約 お よび一 部書 面 ・____.,部口頭 に よ る契 約

(a)文書 外 証 拠 排 除 準 則 の例 外 と して 最 も重要 な もの は付随 的契約(collateral
481

contract)で ある。付随的契約 とは主た る契約 を締結す ることを約因 としてな
49)

され る契約で あ り、主た る契約 とは独立 して存在す るもの とされ る。 これ は、

た とえば、書面 に より契約が締結 され る場合 に、その契約締結 を約 因 とす る何

らかの 口頭 の合意があ るとき、 それを付随的契約 と構成 す ることによ り、書面

による主 た る契約締結前後 において当事者間で述べ られ た ことな どをその付随

的契約の証拠 として提出す ることが可能 となる。付随的契約 は、実際上、主た

る契約内容 の付加 ・変更の機能 を果 たす ことか ら、 この ような構成 を用い るこ

とに よ り、実質 的に文書外証拠排除準則 の適用 を回避 す ることが可能 にな るの
5Q}

で あ る。



契約内容の確定における契約書外の表示の効力について 41

この ように、付随的契約 は契約書 の内容 を口頭の合意に よって変更す ること

を可能 にす る機能 を有す ることか ら、当初 はその認定 を厳格 に行 うことが求め

られるとされていた。付随的契約(な い し担保)の 認定が問題 となったHeilbut,

Symons&Co.v.Buckleton事 件では、設立 された会社 の新株引 き受 けの際、

株式のブローカーが ゴム会社 として株式 の勧誘 を行 った ところ、その会社が ゴ

ム会社 とはいえない とされ、 その表示が付随 的担保(COllateralWarranty)と

して、買主が担保違反の責任 を問 えるかが争 われた。 この事件 の貴族 院判決 に

おいて、モ ウル トン卿(LordMoulton)は 、付随的契約が主た る契約 の約因に

付加 ・変更をなす効果だ けを有す る場合 には、 それが その ような 目的 を達す る

ために通常 とられ る手段 とは異な り、法律上疑 わ しいのであ るか ら、 その よう

な契約条項 の存在 のみな らず、すべての当事者 において締約 の意思(animUS

contrahendi)が 存在 した ことが明確 に立証 されなけれ ばな らない 旨を述べて
51)

い る。 また、控訴院にお ける他 の事件の判決 において は、契約書 の条項 と矛盾
52)

す る内容の付随的契約 は認 め られ ない とされていた。 この ように、当初 は、当

事者の明確 な締約 の意思の要求 と、契約書 と矛盾す る内容 の付随的契約 の禁止

とい う形 で、付随的契約の認定 にはかな り慎重な態度が とられていたのである。

しか し、その後 の判例の展開 において は、 これ らの点 についての慎重 な態度

は必ず しも維持 されていない。 まず、後者 の点 について、明示の条項 と矛盾す

る内容 の付随的契約 も認 められ るようになった と考え られ る。た とえば、City
53)

ofWestminsterPropertiesLtd.v.Mudd事 件 においては、原告会社がその所

有するビルの一一階および地下室の賃借人で ある被 告骨董商 と賃貸借契約 を更新

す るに当たって、被告が店舗 として賃借 しているにもかかわ らず、 その一部 に

居住 していることを知った原告は、当該賃貸物件が営業用 としてのみ用 い られ

るべ き旨の条項を賃貸借契約書 に挿入 しようとした ところ、被告が難色 を示 し

たので、原 告代理人が契約書 の作成 をすれ ばその条項の効力 を主張 しない こと

を口頭 で約 した とい う事案で あったが、原告 による当該条項 に基づ く賃貸借契

約 の終 了の請求 に対 して、高等法院は この口頭 の合意 を付随的契約 として効力

を認め、被告勝訴 の判決 をした。 この他、船荷証券 な どに記載 された包括 的な
54)

免責条項に反 して、口頭の合意違反の責任を認定 した事件等も見 られる。

他方、付随的合意を認定す るには、すべての当事者の明確な締約の意思が立
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証 され な けれ ばな らな い とい う点 にっいて も、JEvans&Sons(Portsmouth)

Ltd.v.AndreaMerzarioLtd.事 件 に お い て 、 デ ニ ン グ記 録 長 官(Denning

M.R.)は 、____,.方当 事 者 が約 束 な い し担 保 を相 手 に与 え、相 手方 に それ を信頼 せ

しめて 契約 を締結 させ よ うと意 図 して いた とき、相 手方 が 実際 に約 束 な い し担

保 を信頼 して 契約 を締 結 したの で あれ ば、 その約束 が拘 束 力 を有 す る旨を述 べ
55)

てい る。そ こでデニ ング記録長官』は、Heilbut,Symons&Co.v.Buckleton

事件 において述べ られ た もの とは異な るアプローチが付随的契約 について とら

れ ることを述べているのである。 デニング記録長官 は、 「締約の意思の明確 な立

証」が あった場合 に付随的契約 の効 力を認 めるのではな く、一方当事者 の与 え

た約束 に対す る相手方 の信頼 お よびその信頼 に基づ く契約締結があれば、 その

約束 に効力を認め ることとしてい る。 これ らはあ くまで控訴院判決で あるが、
　

今 日では この ような理論 に裁判所が したが うであろ うとい う見解 もあ り、以前

に見 られた付随的契約認定 における厳格 さは、実際の ところ、緩和 されている

ようである。

(bに の付随的契約 とい う理論構成 による他、契約 の一部が契約書 に より、他

の一部が 口頭 の合意 によるとい う理論構成 によって、 同様 に文書外証拠排除準
57)

則適用 回避 とい う結論 に導 くこともある。 これは契約書が契約条項 のすべて を

含 んでいない とい う認定 によ り、 口頭の合意 も契約内容 を構成 す るものである

とい う理論であ り、問題 とな る事柄 につ いて契約書 に明示の条項が存在 しない

場合 には、付随的契約の理論構成 と結果において異なるところはない。 しか し、

この理論 は、 口頭の合意が契約の___.部をなす とされ る事項 について契約書 にそ

れ と異な る内容 の条項がある場合 には、 口頭の合意 を契約書の条項 に優先 して

契約内容 の一部 とす る根拠 を提供 す るものではないか ら、その ような場合 に口
58)

頭 の合意 を契約 内容 に取 り込 む ことは、 この構成で は困難で あろう。 したが っ

て、付随的契約 とい う構成 のほ うが、契約書が存在す る場合 に口頭の合意の効

力を認め るためには、利用 可能性 が高い とい うことになろ う。

以上の ように、付随的契約 ない し0部 書面 ・一部 口頭 による契約 とい う理論

を認 めるこ とによって、契約書が存在す るにも関わ らず、そ こに記載 されてい

ない契約条項 を、場合 によってはそれが契約書 に記載 された条項 に抵触す るも
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のであって も、裁判所が認定 し、 それ を強行 す ることが可能 とされてい るので

あ る。 これは、通常、文書外証拠排 除準則の 「例 外」 として位置づ け られてい

るが、実質的 には、 この 「例外」 によって、契約書 に記載 されない口頭 の合意

の証拠 を提 出す ることが可能 にな り、契約書の内容 を付加、変更、 削除す るこ

とが認 め られ ることになるのであ るか ら、 同準則 は完全 に骨抜 きに されている

ともいえ るで あろう。

この 「例外」が認め られてい ることを踏 まえて、文書外証拠排 除準則 の意義

が どの ように評価 されてい るのか、以下 に見てみ ることに しよう。

3ParolEvidenceRuleに 対す る評価

(1)文 書外証拠排除準則 に対す る否定的評価

以上のように、文書外証拠排除準則 には多数の 「例 外」、 とりわ け付随的契約

や一部書面 ・一部 口頭 による契約 とい う理論が認 め られ るため、それ を法準則
fig}

ととらえるべ きではない とい う見解がある。同準則 につ いて、前述 した法律委

員会の報告書では、 「契約 の両当事者が、彼 らの合意 のすべての明示的条項 が一

枚 ない し複数 の特定 の書類 に記録 され るべ きことを意図 していた と証明 され、

あるい はその ように認定 され る ときは、当該契約書の明示の条項 に付加 し、 そ

れを変更 し、 それ を削除 し(subtract)、 あるいはそれ を否定す る とい う目的の

ためにのみ、証拠が提 出されて も、 その証拠 は認 め られない(不 適切で あるか

ら)と いう、循環論的言明(circularstatement)に すぎない法命題」であ り、
sa)

それは法準則でない と結論 している。つまり、前述の例外が認められ る結果、

「文書外証拠排除準則」の内容は、契約書が存在する場合には当該契約書に｠

された条項だけが契約内容を構成する、 というものではな くな り、当事者が契

約書に記載された条項だけを契約内容であると意図 していたのであれば他の証

拠は認められず、そうでなければ契約書以外の証拠提出も認められ るというも

のになったのである。その結果、契約書外の証拠が排除され るのは特に 「文書

外証拠排除準則」によるというわけではな く当事者意思の解釈の結果であって、

「文書外証拠排除準則」なるものは法準則 として機能 していないと評価 されるこ

とになる。

結局、 「文書外証拠排除準則」は現在のイギリス法に対 して、 「契約書のよう
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に見 え る書類 は一個 の契約全体(awholecontract)と して 扱 わ れ るべ きで あ
61}

る、 とい う推定」 を残 しただ けであ り、 「その推定 は非常 に強力ではあるが、推

定 にす ぎないのであって、合意書面 に現れたものに加 えて、当事者 のいずれ も、

排除 され るこ と[を 意図 されたの]で はな く、明示 された書面 による合意 とと

もに効力 を有 し続 けることを両 当事者 によ り意図 された、事前の明示の約定が
sz)

存在 した ことを主張す ることがで きる」ので ある。

② 文書外証拠排除準則 の存在意義

以上のような否定的評価 にもかかわらず、G.H.ト レイテル(G.H.Treitel)は 、
&3)

なお、文書外証拠排除準則に存在意義を認める。同教授は、契約書に全契約内

容が記 されていない場合には、契約内容の一部 として口頭による合意を認める

ことによって、文書外証拠排除準則が 「循環論的言明」にすぎな くなった、 と

いう批判に対 して、契約当事者がそのような共通の意図を有する場合にはこの

批判 は説得力を有するが、実際に事件 となる場合は、両当事者が問題 となる契

約内容について完全には合意 しておらず、契約書に記されていない条項が契約

の一部 として意図されていた と一方当事者が主張 し、他方がそれを否定するの

であって、そうした場合には、 この批判は当た らない としている。このような

場合、裁判所 は契約書の外観を重要視 して、それが合理的に見て完全な契約で

あるように見えるときには、当事者が当該契約書以外の証拠に依拠 して他の契

約条項の存在を主張することを認めないことになる。つまり、実際の当事者の

意思にかかわ らず、契約書に記載 された条項だけが契約内容 として認められる
64)

のである。 そ して、 これは単な る客観 テス トの適用 にす ぎない という評価 に対

しては、 それが独 立 した法準則た り得 るほ どに繰 り返 し適用 されてお り、 さら

に、 この ようなケースでは、完全 に見 える契約書 に依拠す る当事者 は、相手方

もその契約書のみに基づいて契約 す る意図であった と自分が信 じた ことが合理

的であった ことを立証す る必要 はな く、相手方が当該契約書が全契約 内容 を含

むものでない ことを証明 しな くて はな らないのであるか ら、通常の客観 テス ト

とはその効果が異なってお り、文書外証拠排除準則 にも意義が ある と主張 して

いる。

しか し、 同氏 も、法的 に拘束 され る意思の存在 および主た る契約 とは別個の

約因の存在が その成立要件であ るとい う留保 はついてい るものの、付随的契約
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によ り、 この準則がかな りの程度 において意味 を失 って しま うこ とは認 めてい
65l

る。 したが って、付随的契約 の存在が主張 され るか ぎ りは、た とえ契約書が完

全 に見 える場合であっても、契約書以外の証拠の提 出が可能であ り、それによっ

て契約書 の内容が付加、変更、削除 され うる とい う結論 にな らざ るをえない。

それゆえ、 この見解 は、完全 に見 える契約書が存在す る場合 にはそれが全契約

条項 を含 む ことが推定 され、 これに対する反証 も可能 であ るとい うことについ

て、文書外証拠排除準則 を否定す る見解 と認識 を同 じ くしてい るのであ り、た

だ、それで もなお、 その推定が反復的に適用 され、 その推定 を覆す ことに成功

しなか ったケースが多いので、 これ をもって準則 と呼んで よいのだ と主張 して

い る、 とい うことにな ろうか。

そもそも、 この 「準則」の 目的が契約内容の確実性 に対す る当事者、 あ るい
66)

は裁判所 の利益であることは疑いが ない。 しか し、 これ を厳格 に適用 して、契

約書 に記載 された条項以外に契約 内容 を構成す る合意が あった こ との立証 を全

く許 さない ことによる実質的な不正義が認識 され、イギ リスの裁判所 は、様々

な例外、特 に付随的契約の ような理論によって、 同 「準則」 を形骸化 させて き
67)

た と評 して よいだろ う。 その結果、 この 「準則」 は、契約書 に記載 された条項

の他 に契約条項 を認定す ることが適切でない場合 には 「準則」 として機能 し、

そ うでない場合 には、 む しろ 「準則」に対する例外 をなす付随的契約 な どの法

理が存在す ることを明確化す る とい う意味において機能 してい るといえるので

はないだろ うか。

皿 日本法への示唆

1わ が国の契約解釈 における契約書外の表示の位置づ け

以上 のように、イギ リスにおいては、契約書が存在 し、 それが全契約内容 を

含んでいるように見 える場合 には、当該契約書の他 に契約条項 は存在 しない と

い う推定がなされ る。 これが文書外証拠排除準則 とされ るものの現在 にお ける

実質的な意味であ り、 この推定は、証拠の提出によって覆す ことも可能で ある。

すなわち、当該契約書 以外の証拠 により、 その内容 に対す る、付加 ・変更 ・削

除もなされ うる とされているので ある。 この点、わが国にお いては どの ように
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考 え られてい るのであろうか。

既 に述べた ように、わが国 においては、従来、契約 の解釈 を含 めた法律行為

の解釈 として意識 されて きたのは、主 に、表示行為 の意味 を確 定す るとい う狭
68)

義の解釈 の問題で あった。 そ こで は、上述 のイギ リスにおけるよ うな問題、す

なわち、契約書 が存在す る場合 に、契約内容 を構成 する表示行為 として、契約

書以外の もの、た とえぼ広告や 口頭の表示な どが含 まれ るのか どうか といった

問題 は、取 り立てて論 じられて こなかったのであ る。 この ことは、わが国にお

いてイギ リスの文書外証拠排除準則 に相当す るような規定 ない し理論が存在 し

ない以上、契約 の一般理論 によ り、契約書以外の表示 も契約書記載の条項 と共

に契約 内容 を構成 す ることは当然 である、 と考 えられてい ることを意味す るも
69}

の とい えようか。

しか し、理論上 はそ うで ある として も、 はじめに述べた ように現実 の裁判 に

おいて は、必ず しも契約書外の表示が契約内容 を構成 するもの として扱われて

はいないので はないだ ろうか。裁判 において処分証書 たる契約書が証拠 として

提 出された場合 には、民事訴訟法上の問題 として、 まず、 それが真正 に成立 し

た ものであ るか否か、すなわち、作成者 の意思 に基づいて契約書が作成 された

か否かが問題 とな り、 それが真正 に成立 した もの と認め られれ ば、処分証書 の

性質上、 その証書 によって法律行為 が行 われた もの として、契約が成立 した と
アの

認められることになる。後に残 る問題は、通常、当該契約書に記載された文言

の意味についての解釈であるとされ、そのほかに法律行為が認められる余地は

な く、契約書以外の表示等は、錯誤などの判断の際に、当事者の真意を示す資
71)

料 として考慮 され るにすぎないよ うである。 これ は、実際上、契約書以外の表

示 は契約 内容 を構成す る表示行為 としては扱 われていない とい うことで はない

だろ うか。

また、実体法上の問題 として も、 た とえぼ、 よ く知 られてい るよ うに、売買

の 目的物 の性状 に関す る言明は、通常、意思表示 の縁 由にすぎず、 それが相手

方 に表示 されて意思表示の内容 になった場合 には、錯誤の問題 になる とされて
72}

い る。 これ は、 「目的物 の性状 についての言明が意思表示の内容 とな る」、 とい

うことが、 「その言明 どお りの性状 を有す る目的物 を引き渡すべ き債務が発生す

る」、 とい うことを意味す るので はな く、 「意思表示の内容が実際に引 き渡 され
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た 目的物 とは異なっていたので、事実 を知 っていたな らば有 していたで あろう

真意 と意思表示の間に齪臨が ある」 とい う意味において、 当事者 の錯誤の問題
73)

とされ ることを意味 してい る。 しか し、 この ような処理 は、 こうした場合 にお
74)

ける唯一のあ り得べき法的構成では必ず しもないのではないだろうか。

さらに、立法者の意識を示す例 として、平成13年 に施行された消費者契約法

における事業者の不実告知による契約取消権があげられてよいであろう。同法

では、契約締結の勧誘の際に事業者によってなされた消費者契約の目的 となる

ものの質 ・用途その他の内容、および対価その他の取引条件(こ れ らが同法で

いう 「重要事項」である。4条4項)に ついての事実 と異なる表示が消費者契

約の取消原因 として扱われている(4条1項1号)。 立法担当部局の解説によれ

ば、事業者が告げた内容が事業者の債務の内容 となっている場合には、本号に

よる取消は認められない とされているから、契約の目的物の質や用途に関する

表示あるいは目的物の対価に関する表示であって も、必ず しも契約 内容 を構成
75)

す るわけではない と考 えられている とい うことで あろう。 そ うす ると、契約の

締結過程でなされた、 目的物 の質な どに関す る表示 には、債務 の内容にな るも

の とそうでない ものがあるとい うことにな る。同解説 において も、 この うちい

かなる表示が債務の内容 とな り、いかな る表示が そうでないかの判 断基準 は明

確でないが、 そこで挙 げられている事例か ら、一一応、事業者 の能力 によって実

現 しうる事項 についての表示を債務 の内容 としてお り、すで に事実 として存在

してい る事項、特 に、契約 目的物の性状等 についての表示 は、債務 の内容 とな
7G}

らない もの とされてい るように も見 える。

以上の ように、契約書外でなされた表示 は、理論上、契約 内容 を構成 す るこ

ともあ り得 ることが承認 されてい るものの、特 にそれが契約 目的物 の質 な どの

性状等 についての ものである ときには、実体法上、錯誤の問題 として扱われ る

傾 向が あ り、 また、訴訟法上、処分証書た る契約書が真正 に成立 してい るので

あれぼ、それ以外の表示が契約内容 として扱 われ る可能性 はきわめて低 い、 と
77}

いうのがわが国における現状であるといえるので はないだ ろうか。 したが って、

詐欺や錯誤の要件 を満たさない限 り、た とえ.__..方当事者が 自ら口に した言葉 ど

お りの履行 を しな くて も、その言葉 を信 じた当事者 は救済 をえ られ ない ことに

なる。 このよ うな結論がf市 民の常識か らは納得で きるものでない ことが認
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識 され、 この結果を回避するために、民法上は詐欺 ・錯誤の拡張理論が唱えら
アg}

れ、 また、特 に こうした ことが問題 とな る消費者契約 の領域 において、消費者
as)

契約法 による契約の取消権が認 め られた とい うこ とであろう。 しか し、 これ ら

の方法 による救済は、契約の効力 を否定す ることに とどまるのであ り、債務不

履行 による損害賠償 の請求 まで認 めるもので はない。わが国においては、 こう

したケースで債務不履行 による処理 をす るよ りも、契約効力否定型の救済 を考

えることが圧倒 的に多い ようであ る。

2契 約書外の表示の契約内容へ の取 り込み

さて、以上 に見て きた ように、 イギ リスにおいては文書外証拠排除準則が存

在す る と考 え られなが ら、実質的にそれ を形骸化 し、契約書以外の表示であっ

て も契約 内容 を構成 しうるこ とが認 められてきたのに対 して、 わが国では、そ

の ような準則が存在 しないにもかかわ らず、現実 には契約書外 の表示が契約内

容 として よ りも、錯誤 ・詐欺 な どに よる契約の無効 ・取消の判断要素 として扱

われ るこ とが多い。 しか も、周知 の とお り、錯誤 ・詐欺 はそれぞれ要件 が厳格

で、 そもそ も適用範囲が相当限定 され、 しか もその効果 は原則 として契約 の無

効 ・取消 とその結果 としての原状 回復 であるので、契約書外の表示 を信 じて取
80)

引 した当事者が これ らの制度 によって保護 され ることは困難である。 また、消

費者契約 には消費者契約法 による詐欺 の拡張 としての不実告知等 に よる取消が

認め られ るものの、 これ も要件 ・効果がかな り限定 されてお り、消費者 に とっ
81)

て必ず しも十分 な救済 をえる手段 とはな らない と思われ る。

そこで、 イギリスにおいて文書 外証拠排除準則が、その例外 とされ る理論、

特 に付随的契約 ない し0部 契約書 ・一部 口頭による契約 とい う理論 によって実

質的に形骸化 されてい る点に注 目し、 これ をわが国の契約解釈 において も参考

に して、契約書外でな された表示 を契約内容 として取 り込み、 その表示 を信頼

した当事者 に とって、 より効果的な救済手段を提供す るこ とが考 えられてよい

ので はないだろうか。わが国においては文書外証拠排除準則 といった明確な準

則が存在す るわ けではないので、特 に付随的契約等の理論 を用い る必要 もな く、

容易 に契約書外の表示を契約 内容 とす るこ ともで きるように思 われ るが、実際

上 は、次 に述べ るように、 この点についての明確な認識 のない まま、 それが困
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難 な状況 になってい ると考 え られ る。

学説 においては、前述 の とお り、契約書 が存在 す ると同時 に口頭の合意があ

る場合 には、 それを含 めて契約内容 とする ことが認 め られてい る といって よい
82)

であろう。 これに対す る障害 になってい ると考 えられ るもの として、0つ は前

述 のように、処分証書た る契約書が存在すれば、裁判官は、当該契約書 によっ

て契約が締結 されているのであるか ら、契約書 以外 の表示 を契約内容 として認

めない傾 向が ある、 ということがある。 しか し、民事訴訟法上、処分証書 の効

力 として考 え られているのは、 それが真正 に成立 した ものであ ると認 め られ る

と、そ こに記載 された法律行為の存在が認め られ る、 とい うこ とであって、当

該処分証書記載の法律行為 の内容 を補完す る他の形式 の合意が存在 す る可能性、

あ るいは、 当該法律行為 と同時 に内容の関連 した他 の合意の存在す る可能性 を
83)

排除する効果まで認めるべきではないのではないだろうか。そのように解すれ

ぼ、真正 に成立 した契約書が存在するゆえに、当該契約書の内容に関連する他

の合意の存在 を否定すべき論理的必然性はないのであり、まさにイギリスにお

ける付随的契約ないし一部契約書 ・一部口頭による合意 という理論の帰結 と同

様 に、わが国においても契約書の内容について口頭の表示等による付加 ・変更・
g4}

削除を認 め ることも可能であろ う。 これが可能 か どうか は、法理論 の問題 とい

うよ りも、む しろ法律 家 の意識の問題であ るよ うに思われ るのであ る。

また、 もう一つの障害 としては、 そうした契約書 外の表示 について当事者 の
85)

確定的な意思が必要である と考え られてい ること、 があげられ る。つ ま り、両

当事者 に、当該の表示によって法的 に拘束 され るとい う明確 な意思が なければ、

それ を契約 内容 として認定す るこ とはで きない とい うことである。 しか し、法
86)

律行為 の一般的有効要件 として、通常、内容の確定性 はあげ られてい るが、表

示 によって拘束 され る という両 当事者の明確 な意思 まで は要求 されていないの

ではないだ ろうか。 これ を合意の要件 と解す る と、 およそ一方当事者 が 自ら拘

束 され るべ き明確 な意思 を有 しない場合 は、いかな る契約 も無効 とい うこ とに

なって しま う。 この点につ いて、わが国には心裡 留保 の規定があるのであって、

た とえ 自らの表示 に拘束 され るべ き明確 な意思が表意者 にな くとも、相手方が

その表示を信頼 して契約 を締結 してお り、かつ、 そのよ うな信頼が一般的 に是

認 され うるものであるならば、 当該の表示 には契約上の拘束 力が認め られ るは
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ずである。 したが って、問題 は、契約書が存在す る場合 に、契約書外でなされ

た表示が契約書 に記載 されてお らず、あるいは、記載内容 と矛盾するものであっ

た とき、 その表示 を信頼 す ることが一般的に是認 され うるものか否か とい うこ

とに帰着 す るのではないだ ろうか。 そうす ると、 これ は個々の事件 の具体的事

実関係 によって判断 され るべ きもの とい うことにな るが、特 に消費者契約 のよ

うに、 当事者間 に情報量 の格差があ るような場合 には、一般的に、専門的な情

報 を有す る側 の表示 を相手方 が信頼す ることは是認 されて よい ように思われ る

(もちろん、その表示の内容が確定性の要件 を満た していること、お よび、明 ら

かに信頼 され るべきでない場合でないことが必要である)。 つ まり、ある表示が

契約内容 として認め られ るか否か は、その表示を契約 内容 とす る当事者の明確

な意思ではな く、当該表示 に対す る相 手方(被 表示者)の 信頼 の妥当性 によ り

判断 され るぺ きなので ある。

この ように考 えることは、契約書 中に記載 のない事項 についての契約書外の

表示 に関 しては特に問題 な く認め られ るのではないだ ろうか。やや問題なの は、

契約書 に記載 された条項 と内容が異なる表示がなされた場合 も同様 に扱 って よ

いか どうかで ある。 この場合 には、二つの相矛盾す る表示が存在 し、契約書外

の表示の効力 を認め るとして も、いずれの表示の効力を優先 させ るべ きか を決

定することが必要にな るか らであ る。 この点について も、イギ リスにおいて は、

先 に見た ように、デニング卿 が判決において一方当事者が相手方を して信頼 さ

せ、契約 に誘引する目的で約束 をす る場合 に、相手方が それを信 じた ときはそ

の約束が拘束力を有 す る旨を述べて、契約書 に記載 された条項 に反す る口頭 の

契約 内容の効力を認 めてい る。 この理論は当事者意思ではな く、表示に対す る

被表示者の信頼 を根拠 として契約の効力を認めるものであ り、先 ほ ど述べた と

ころ と共通 の考 え方 を示 してい る。 これを参考 に、思 うに、契約書 と矛盾す る

内容 の他の表示がある場合 に も、被表示者の信頼が どの表示におかれていたか

を、効力の優劣を決定する際の判断基準 とすべ きであろ う。そ うす る と、通常、

個別 に示 された事項 にっいてその注意が向け られていた と考 えられ るで あろう

か ら、契約書 中の条項 よりも、む しろ契約書外の表示 を信頼 した もの と判断 さ
ss)

れ るこ とが多 くな るのではないだろ うか。

いずれ にせ よ、契約書外でなされた表示 にっいて、当該表示 によって拘束 さ
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れるとい う両当事者の明確な意思が認定できな くても、少な くともその表示を

相手方が信頼することに妥当性が認められれば、契約内容 として認定す ること

は可能であると思われるのである。

以上のように考 えられるのであれば、わが国においても、契約書が存在する

場合の契約書外の表示を、それが契約書に記載のない事項についてのものであ

れ、あるいは契約書に記載された条項 と矛盾す るものであれ、契約内容 として

扱 うことについて特に法理論的問題があるとは思えず、むしろしかるべき場合

には、契約書外の表示を契約内容を構成するもの として位置づけることによっ

て、より公正な取引関係が確保され うると考えられる。 これはイギ リスの法理

論より示唆をえた一つの提案にすぎないが、世界的な趨勢から見ても、支持さ
89)

れ うるもの と思 われるのである。

IVお わ りに

以上の ように、本稿 において は、契約書が存在 する場合の口頭 の表示 や広告

な どの、契約書外でなされた表示 の位置づけについて、 それが契約書の記載 内

容 と共 に契約 内容 を構成 しうる ものか否かについて、イギ リスにおける文書外

証拠排 除準則(ParolEvidenceRule)と その例外 をなす理論 とに示唆 をえて

若干の考察 を試みた。その内容をま とめれぼ、以下の とお りであ る。

(1)一般的 に、イギ リスには文書外証拠排除準則が あるため、契約書が存在す

る場合 には、 口頭 の表示な どによって、その内容 にっ き付加 ・変更 ・削除がで

きない と考 えらえてきたが、現在では同準則の例 外 とされ る付随的契約等 の理

論 によ り、実質 的にそれが可能になってい る。それゆえ、同準則 はもはや準則

として機能 しな くなってい るとも評 されている。

②わが国において は、そ うした準則が存在 す るわ けで はないので、実体 法の

理論 としては、契約書が存在 して もそれ と同時に口頭の表示等 による合意 も契

約内容 として認定す ることがで きるように思われ る。 しか し、 この点 につ いて

自覚 的な議論が されて こなかった こともあって、現実の訴訟 においては、契約

書外 の表示 はその ように位置づ け られては こなか ったので あ り、む しろ詐欺 ・

錯誤 の判断材料 として扱 われ ることが普通である。 しか し、契約の効力 を否定
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す る形での救済が、被表示者 に とって充分でない こともあ り得 るので あ り、契

約書外の表示が契約 内容 として認定 され、債務不履行 による処理 も選択で きて

よい と考 え られ る。

(3に の ような方向での問題 の処理 に とって事実上障害 となってい るものは、

処分証書 の効 力 として契約書外の表示 を排除す る傾 向が あること、お よび、両

当事者の明確 な意思が認定で きなけれ ぼ契約書外 の表示 に契約 の効力 を付与す

ることができない とす る考 え方で ある。 しか しなが ら、処分証書 にそこまでの

効力が認め られているとは考 えられない こと、 また、一方の当事者 による表示

を他方が信頼 した場合 には、た とえ表意者がその表示に よって拘束 され る明確

な意思がない ときで も、心裡留保の規定によってそれを有効 な意思表示 とする

余地 があるこ とか ら、 これ らは本稿 で提示す る問題の処理 に とって、理論上不

可避 の障害 となるもので はない と思われ る。

(4)したがって、契約書外の表示であって も、契約書に記載 された契約 内容 を

補完 しあるいはそれ を変更 す る効力が認め られて よいので あ り、む しろ積極的

にその ような位置づ けをす ることによって、 よ り公正な取引のルールが形成 さ

れ うる と考え る。

以上、 きわめて不十分かつ多 くの誤解 に基づ いた議論 をここに開示 させて頂

いた。大方の ご批判 を仰 ぎ、未熟 な筆者の迷妄が啓 かれん ことを願 うばか りで

ある。

また、本稿 の内容 は、民法研究会 において発表 させて頂 いた ものをま とめた

ものであ る。同研究会 において諸先生方 よ り数々の有益 な指導 を賜 ったが、筆

者の力が未熟なために、それ らを十分 に生かす ことがで きなかった。 ここに先

生方への謝意を記 し、今後の研究を もって学恩 に報 い ることとしたい。

(通信教育部助教授)

注

1)沖 野眞已 「契約の解釈 に関する一考察

学協会雑誌第109巻2号246頁 。

一一 フランス法 を手が か りとして 一(一)」 法
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2)旧 民法財産取得編 には 「合意の解釈」として5ヶ 条がおかれていた。 この点につき、沖

野前掲論文264頁 ～273頁 参照。

3)民 法総則のテキス トなどにおいては、法律行為の解釈 として一般的な解説がなされ、法

律行為の解釈が、当事者の内心の意思ではなく、表示行為の有する客観的な意味を明らか

にすることであることや(我 妻栄 『新訂 民法総則』岩波書店(1965年)249、250頁)、

法律行為概念が単独行為や契約な ど、性質の異なる行為を含むものであることから、解釈

もそれぞれの行為に応じてなされるべきこと(星 野英一 『民法概論1(序 論 ・総則)』 良

書普及会(1971年)175頁)な どが説かれている。また、同じ解釈の名の下に 「意味の発

見」 と 「意味の持ち込み」 という異質な作業が行われていることが明らかにされ(穂 積忠

夫 「法律行為の 『解釈』の構造 と機能(一)(二)」 法学協会雑誌77巻6号 、78巻1号)、

特 に契約 に関 しては、契約 に用いられた文言の解釈(狭 義の解釈)の ほか、当事者が明示

しなかった事項についての補充や裁判官による実質的な契約内容の改訂 も、補充的解釈お

よび修正的解釈 として、解釈に含めて論じられている(内 田貴 『民法1(総 則 ・物権総論)

第2版 補訂版』東京大学出版会(2000年)261～265頁 、山本敬三 『民法講i義1総 則』

有斐閣(2001年)120～127頁 な ど)。そ して、 これ らの解釈の際の標準 となるもの とし

て慣習、任意法規 条理などがあげられている。

一方、契約の解釈に関する研究においては、表示が合致 しているが、両当事者がその表

示に通常 と異なる意味を与えていた場合の契約の効力に関するものや、 ドイツ、アメリカ、

フランスといった外国法の解釈準則に関する比較法をテーマとするものなどが中心である

(沖野前掲論文(一)の 序論および同所の注 において掲げられている諸論文参照)。1984年

までの議論の概観について は、野村豊弘 「法律行為の解釈」星野英一他編 ・民法講座1、

有斐閣(1984年)参 照。

4)我 妻栄 『債権各論 上巻』岩波書店(1954年)29頁 、星野英一 『民法概論r>』(契約)』

良書普及会(1986年)4頁 、10頁 など。

5)星 野英一 「契約の成立」谷口 ・加藤編 『民法例題解説II(債 権〉』有斐閣(1959年)113

頁。 また、後述皿1注69参 照。

6)賀 集唱 「契約の成否 ・解釈 と証書の証明力」民商法雑誌60巻2号 。契約の成立 に関 し

ては客観的に見て主要な部分について両当事者の間に意思の合致が認められれば、内心の

一致まで要しないとすることが今日の通説 といってよい。 したがって、契約書が存在する

場合には、そこに契約の主要な部分についての条項が記載されている限り、契約は真正に

成立しているものと考えられるのである。もちろん、後述のように、虚偽表示、錯誤の規

定などにより、契約が無効 とされることはあり得る。

7)山 本敬三 「消費者契約における契約内容の確定」『消費者契約法一一立法への課題 一 』

別冊NBLno.54、 商事法務研究会(1999年)は 、契約法 のｺ・ 論 としては契約書の文言 に

関わ りな く当事者の表示にしたがった合意があると見てよい場合にはその合意にしたがっ

た契約内容が確定されることになるとしながらも、実際にはそれが確定的な意思表示を必

要 とすること、および契約内容が契約類型の法性決定によって確定されるということから、

困難をともなうとされている。83頁 。

8)賀 集前掲論文は契約書外の表示 をこのようなものとしてとらえている。少々古い文献で

はあるが、現実に訴訟を担当する裁判官の判断枠組みを示すものとして興味深い。ただし、
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契約 締結 の際 の説明等 を債務 内容 と して認 め る下級審判決 もあ り(た とえば、大 阪地裁平
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い た ところ とは別 の契約 内容 が認定 され うる とい うこ とであ り、契約 締結過程 において な

され た表 示 は契約 内容 を構成 しな い とい う暗黙 の 了解 を示 す もの とも考 え られ る。
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うな場 合 にお け る処 理 には必ず しも適切 とは言 い難いの では ないか。 また、 詐欺 に よる場
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は まず ないで あ ろ う。 その隙間 を埋 め るた め、近 年、錯 誤 の拡 張理論 と して主張 されて い
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負 っ て い る。 ま た、W.Holdsworth,AHistoryofEnglishLaw,pp.173-177参 照 。 な

お 、 ウ ィ グモ ア に よ る法 律 行 為 論 を検 討 す るた め、 同書 の 同 部 分 に つ い て 言 及 して い る邦

語 文 献 と して 、 滝 沢 昌彦 『契 約 成 立 プ ロ セ ス の 研 究 』 有 斐 閣(2003年)、247頁 以 下 が あ

る。

19)こ の 理 論 に よ る と、 書 面 に捺 印 す る こ と に よ り、 捺 印 者 は その 書 面 の 記 載 内 容 に つ い て

他 の証 拠 に よ っ て真 の取 引 内 容 を証 明 す る こ とが で き な くな るが 、 そ こ に捺 印 を して い な

い 当 事 者 に は そ の よ うな制 限 は な く、 書 面 の 内 容 に つ い て他 の 証 拠 を あ げ る こ と も可 能 だ

とい う こ と に な る。

20)こ の 理 論 ば ロー マ 法 か らの借 用 で あ る こ とが 指 摘 され て い る。 また 、 これ は 証 拠 法 上 の

準 則 と して現 在 で も残 って お り、ParolEvidenceRuleの 一 つ の 側 面 を 示 す もの で あ る。

後 述 、 ③ ① 参 照 。

21)こ の考 え 方 は吸 収 の 法 理(doctrineofmerger、 一一般 に は 「混 同 」 と訳 され る が 、 こ

こで は い わ ゆ る混 同 とは違 うの で 、 あ えて 「吸 収 」 と訳 して お くこ とに す る 。)と 呼 ば れ 、

後 述 の よ う に現 在 で も文 書 外 証 拠 排 除 準 則 の 説 明 と して 言 及 さ れ る こ とが あ る。

22)た だ し、 同法 が この よ うな考 え方 で一 貫 して い た わ けで は な く、 信 託 財 産 に 関 す る7条

で は、 そ の 設 定 が 署 名 され た 書 面 に よ り証 明 され る こ とが 要 件 と さ れ て い た 。

23)こ れ は文 書 外 証 拠 排 除 準 則 が展 開 す る過 程 にお け る混 乱 の 原 因 で あ っ た と法 律 委 員 会 の

報 告 書 で述 べ られ て い る。LawCom.No.154,TheParolEvidenceRule(1986),p.357.

24)BankofAustralasiav.Palmer,supraの 他 、JacobsVBataviaandGeneral

PlantationsTrust[1924]lCh.287,295,Rabinv.GersonBergerAssociationLtd.

[1986]1W.LR526,530.な ど。

25)TheLawCommission,WorkingPaperNo.70(1976),Paras.4--7.

26)LawCom.No.154.,supra.

27)証 拠 を提 出 す る際 に は 、 そ の 状 況 に お け る最 良 の証 拠 方 法 に よ るべ きで あ る とす る準 則

を い う。 口頭 の 証 拠 に 対 す る書 証 の 優越 性 とい う観 念 に つ い て 、J.W.Salmond,"The

SuperiorityofWrittenEvidence「1,21L.Q.R.75.参 照 。

28)特 に(b)と(c)の 準 則 は 同一 視 さ れ や す いが 、 区別 した ほ うが よい こ とが述 べ られ て い る。

Cheshire,Fifoot&Furmston,supra,P.139.狭 義 の 解 釈 に関 して も文 書 外 証 拠 排 除 準

則 が 適 用 され る と考 え られ るが 、 これ に も例 外 が あ り、 契 約 の 背 景 事 情 を知 る た め の 「基

盤 的 事 実 関 係 」(matrixoffacts)あ るい は 「周 辺 的 事情 」(surroundingcircumstances)

を 示 す 証 拠 を樹 酌 す る こ とは許 され る とす る。Prennv.Simmonds[197U3AllER

237,ReardonSmithLineLtd.v.Hansen-Tangen,Hansen-Tangenv.Sanko

SteamshipCo.[1976ユ3AllER.570,perLordWilberforce.狭 義 の解 釈 に 関 して は、

貴 族 院 に お い て ホ フ マ ン卿 に よ り、 締 約 時 に知 り得 た す べ て の 背 景 的 知 識 を有 す る合 理 人

に理 解 され る と こ ろの 意 味 の確 定 で あ り、 この 「背 景 」(background)に は 「基 盤 的 事

実 関 係 」 よ り も広 範 な事 情 が 含 まれ るが 、 締 約 前 の 当 事 者 間 の交 渉 や 主 観 的 意 図 の 宣 明 は

含 まれ な い こ とな どが 改 め て 示 され た 。InvestorsCompensationSchemeLtd.v.West

BromwichBuildingSociety[19881AllE.R.98,114-一 一1i5,perLordHofFinann.

29)TheEvidenceAct,1843,theEvidenceAct,1851。 む し ろ、 これ はBestEvidence
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Ruleに つ い て の 問 題 で あ ろ う。

30)一 定 の 契 約 は書 面 に よ りな され るべ き こ と、 あ るい は書 面 に よ り証 明 され るべ き こ とが

定 め られ た とい う こ とは、 そ の反 対 解 釈 と して 、 それ 以 外 の契 約 につ い て は成 立 要 件 と し

て も証 明 の 手 段 と して も、 書 面 に よ る必 要 が な い とい う こ とを 意 味 す るで あ ろ う。

31)Cross&TapPeronEvidence,oP.cit.,p.652,Salrnond,op,czt.,pp.81,82.

32)Anson'sLawofContract27thed.,p.130.

33)た とえ ば 、G.H.Treitel,TheLawofContractllthed.,pp.193-201.で は 、13項 目(書

面 に よ る合 意 が 合 意全 体 を構 成 しな い場 合 、 契 約 の有 効 性 、推 認 条 項 、 口頭 の 担 保 、 契 約

の効 力 要 件 、 当事 者 につ い て の証 拠 、 特 定 履 行 に対 す る抗 弁 、 解 釈 の た め の補 助 、 慣 習 の

立 証 、 目 的 物 の 同 定 、 訂 正 、 付 随 的 合 意 、 約 因)が 本 準 則 の適 用 範 囲 外 で あ る と し、 これ

らに 関 す る立 証 の た め に は契 約 書 外 の証 拠 の 提 出 が認 め られ る と して い る。 また 、 及 川 前

掲 論 文 で は15項 目が 例 外 と して あ げ られ て い る。

34)LawCom.No154.

35)Pym.v.Campbell(1856)6E.&B.370;119E.R.993.

3G)Rafflesv.Wlchelhaus(1864)2H.&G.906;158E.R.375.

37}Fosterv.Mackinnon{i869}L.R.4C.P.704.

38)Curtisv.ChemicalCleanin.gandDyeingCo.[1951]1K.B.805.

39)Woodsv.Wise[1955]2Q.B.29.

40)Fosterv.Mackinnon,supra."nonestfactum"と は証 書 作 成 否 認 の 抗 弁 と訳 さ れ 、

証 拠 と して提 出 され た 契 約 書 な どが 真 正 に成 立 した もの で な い とす る主 張 で あ る。

41)Wakev.Harrop(1861)30LJ.Ex.273.

42)Morrisv.Baron&Co.Ltd.[igl8]A.C.1.

43}Cliffordv.Turrell(1845)14L.J,Ch.390,Turnerv.Forwood[19511AilE.R.

746.

44)Bartonv.BankofNewSouthWales(1890)i5App.Cas,379.

45)こ の ほか に もい わ ゆ る 「例 外 」 とされ る項 目 につ いて 、及 川 前掲 論 文28～38頁 参 照(法

律 委 員 会 の ワー キ ン グ ペ ー パ ー で と りあ げ られ た 「例 外 」 につ い て 解 説 され て い る)。

46)Hufifionv.Warren(1836)1M.&W.466;150E.R.517.

47)Smithv.WiIson(1832)3B.&Ad.728;110ER266.「1,000羽 の ウサ ギ」 とい う

言 葉 が 、 「1,200羽 の ウサ ギ」 を意 味 す る慣 習 が あ る と され た 事 例 。

48)「 付 随 的 契 約 」 は 「付 随 的 担 保(collateralwarranty)」 とい わ れ る こ と も あ る。

49)Heilbut,Symons&Co.v.Buckleton[1913]A.C.30.perLordMoulton.同 卿 が

述 べ た 次 の 一 説 は 付 随 的 契 約 に つ い て の 説 明 と して しば しぼ 引 用 され る。

「原 理 と先 例 との 双 方 に お い て 、 他 の 何 らか の契 約 締 結 を そ の約 因 とす る 契 約 が 存 在 し

う る こ と は明 白で あ る。 『君 が これ これ の 契 約 を結 ん で くれ た ら、 私 は 君 に100ポ ン ドあ

げ よ う』 とい うの は、 そ の言 葉 の あ らゆ る意 味 に お い て 完 全 な 法 律 上 の 契 約 で あ る。 それ

は主 た る契 約 に付 随 す る もの で は あ るが 、 お の お の独 立 した存 在 を有 して お り、 それ らは

完 全 に契 約 の性 質 と地 位 とを 有 す る こ とに お い て 何 ら異 な る こ とは な い 。」

50)た とえ ば、 前 注 で 引用 した モ ウ ル トン卿 の用 い た 例 で は 、 主 た る契 約 を締 結 す る こ とに

よ っ て さ らに 一 方 当事 者 が100ポ ン ドの 支 払義 務 を負 う こ とに な るの で あ るか ら、 実 質 的
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に は主た る契約 の内容 として書 面 に記 され た義務 に100ポ ン ドの支 払い義務 を付加 したの

と変 わ らない ことにな る。付 随的契約 が主 た る契約 か ら独 立 した契約 で あ る と構成 す るこ

とに よ り、結果 的に書面 に記 され ていない契約 内容 を認容 す る ことが可 能 にな るので あ る。

51)Heilbut,Symons&Co.v.BuckIeton,supra,p.47.

52)た とえば、Hendersonv.Arthur[1907]1K.B.10.事 案 は被 控 訴 人 が控訴 人 か ら、劇

場 を賃借 し、年2,500ポ ン ドを四半 期 ご とに支払 う捺 印証 書契約 を締 結 した ところ、被控

訴 人が、賃 料の支 払い を手形 です るこ とについて 口頭 の合 意が あった こ とを根拠 に、 これ

を手形 で支 払お う とした の に対 して控訴人 が拒否 し、控訴 人 よ り賃料 の支払 を求めて本訴

が提 起 された、 とい うもので あった。 これ に対 して コ リンズ記録 長官(CollinsM.R.)は 、

契約 書 の条 項 は明 らか に現金 で の支 払 いを意味 し、被 控訴 人 の主 張 を認 め る こ とは後 に契

約書 に記載 され た条 項 を、 それ以前 にな された 口頭 の合意 に置 き換 え る こ ととな るので証

拠 法上認 め られ ない こと、 また、付 随的契約 で あ る として も、 それ は同時 に後 の契約書 の

条項 で定 め られ た こ とを別 の態様で履 行 す る ことを その内容 と して い る こ とか ら、被控 訴

人 の主 張が認 め られ ない と してい る。PP.12-13.

53)[1959]1Ch.129.

54)S.S.Ardennes(CargoOwners)V.S.S.Ardennes(Owners)[1951]lK.S.55,ま

た、オ ー クシ ョンの際の カ タログに記載 された免責条 項 に反 して、 口頭 の合 意 の効 力 を認

めた もの と して 、Couchmanv.Hill[1947]1K.B.554.

55}JEvans&Son(Portsmouth)Ltd.v.AndreaMerzarioLtd.[19762AllE.R.930,

933.同 卿 は、 付随的合意 ではな く、契約条 項 としての担保(warranty)の 認 定 につ いて、

す でに同 旨を述べて い る。DickBentleyProductionsLtd.v.HaroldSmith(Motors)

Ltd.[1965]2AllE.R65.参 照 。

56)LawCom.No154.para.2.36.

57)前 注55に お け るJEvans&Soso(Portsmouth)Ltd.v.AndreaMerzarioLtd.事

件 にお け るロス キルお よび ジ ョフ リー レー ン控 訴 院裁 判 官 は この理論 構成 に よって いた。

58)双 方 の理論 の比較 にっ いて はK.W.Wedderburn,"CollateralContracts"[1959]

C.LJ.,58.参 照 。

59}Law.Com.No.X54,supra.

60)Ibid.para.2.7.

61)Wedderburn,op.cit.P.62.

62)Ibid.同 所 にお ける、GillespieBros.v.Cheney,Eggar&Co.[1896]2Q.B.59,62.

の ラ ッセ ル卿(LordRussellofKillowen.C.J.)の 判 決 の引用 。

63)G.H.Treitel,op.czt.,pp.193-195.

64)合 意 につ いての客観 テス トとは、 同教授 に よれ ば、 申 し込 みが承諾 され る こ とに よって

申 し込 み において表示 され た条項 が 当事者 間 で拘 束力 を有す る ことにな るが、 申込 者 に よ

る表示 は外観上 、拘束 され る意 思 を有す る と思 われ るもの、 すな わち申込者 の言 行 が、合

理 人 に、申込者 が当該表 示 に よ り拘 束 され る意思 が あ る と信 じさせ るよ うな もので あれ ば

よ く、実 際 に申込 者がか よ うな意 思 を有 して いな くて も申 し込 み は有効 で あ る、 とい うも

ので ある。 その際 承 諾者が 申込者 の意思 の欠鉄 につい て善意 で あ るこ とが要件 で あ って、

悪 意で あれ ば申 し込 みは効 力 を有 さない。 申込者 の心理状 態 につ いて承 諾者 が何 らの見解



58

も有 さない場合 、っ ま り意思 を有 してい るかいな いかにつ いて特 に考 えて いなか った場合

につ いて は見解 が分 かれて い るが、客 観 テス トの 目的が相手 の表 示 を信頼 して行 動 した こ

とに よる損害 を回避 す る こ とで あ るか ら、被表 示者 に よ る積極 的 な信頼 が ない、 この よ う

な場 合 に は1当 該表 示 は無効 で あ る とされ る(Ibid.,Ap.8--9.)。

65)Ibid.,p.200.

66)こ の 「準則 」 の 目的 として、一般 的 に契約 の確 実性 が あげ られて い る。 た とえば、Kim

Lewison,TheInterpretataanofContracts3rded.,Sweet&Maxwell,2004,p.?0.

同 旨を述 べ る最近の判例 としてAIBGroupplc.肌Martin[2002]1W.LR.94.が あ る。

Treitel,op.cit.,p.X92.参 照。 ちなみ に、1976年 の ワー キ ングペーパ ー にお いて は、本準

則 の正 当化 の根拠 として、本準則 の適 用が両 当事者 の合 意 に効果 を与 える ことにな るこ と、

お よび、契約 条項 につ いて争 いが あ る場合 において、本 準則 の適用 が争点 を限定 し争 いを

合 理 的 な範 囲 に留めて お くこ と、 が あげ られて い る。前者 の意味 す る ところ は、契約 に書

面 が用 い られ てい る以上、両 当事者 は拘束力 のあ る条項 を当該書面 に記載 した はず で あ り、

そ うで なけれ ぼ契約 書 を作成 す る意 味が ない とい うことであ るが 、実 際 には常 に両 当事者

が すべて の条 項 を契約書 に記載 す る とは限 らないので あ るか ら、 これ は充分 に説得力 の あ

る根 拠 とはな らな いで あろ う。 また、 後者 にっ いて は、 ワー キ ングペ ーパ ー 自体 の 中で、

民事訴 訟 が、通常 、陪審 に よって事 実関係 を審理 されて いた時代 に よ り重要 性 を もった根

拠 で あ る ことが述 べ られてい る。 したが って、陪 審が用 い られ ない ことが普通 にな った現

在 において は、や は り決定 的 な正 当化 の根 拠 にはな らないで あ ろ う。LawCom.Working

PaperNo.70,supra,para.22,23.

67)LawCom.WorkingPaperNo.70,supra,para.26,Treitel,op.cit.,p.193.

68)1984年 頃 まで の学説 の変遷 お よび判例等 にっ いて、野村豊 弘 「法律 行為 の解釈 」星野英

一他 編 ・民法講座1
、有斐 閣(1984年)参 照 。

69)ほ とん どの民法 総則 の教 科書 にお いて、契約 自由 の原則 の一 内容 として契約方式 の 自由

を あげ、 現在 のわが国 にお け る契約 の大 部分が諾成 契約 で あって、契約書 に よらな くて も

成 立す る ことが述 べ られて い るが、契約 書 とともに口頭 の表示等 も存 在 す る場合 に、 口頭

の表示等 が契約 内容 とな るの か ど うか につ いて は論 じられて いな い。契約 の方式 が 自由な

ので あ るか ら、 契約書 が存 在 しよ うとも、 同時 に口頭 の合 意が あれ ばそれ も また契約 内容

とな る こ とは自明で あ るとい う ことで あ ろうか。 そ うした趣 旨 を述 べ るもの として、山本 ・

前 掲論文 、82頁 、沖野 眞 己 「『消 費者契約 法(仮 称)』 の一検 討(5)」NBLNo.656、54頁 。

70)民 訴228条4項 に よ り、契約 書 は本 人 また はその代理 人 の署名 また は押 印が あれ ば真 正

に成 立 した もので あ るこ とが推 定 され る。処分証 書 の場 合 には、 この推 定 に基づ いて、 さ

らに、 その記載 内容で あ る契約成 立 の事 実が認 め られ るこ とにな る とい うのが 、民事訴訟

法 の教科書 等にお ける一般的 な説 明で ある。新堂幸 司 『新 民事訴訟法 第2版 』弘文堂(2001

年)542頁 、上 田徹 一郎 『民事訴訟 法 第4版 』法学書院(2004年)403頁 、高橋 宏志 『重

点講義 民事訴 訟法 下』有斐 閣(2004年)114頁 、伊 藤眞 『民事訴訟法 第3版 』有斐

閣(2004年)、365、366頁 な ど。 ただ し、実 際 に提 出 され た契 約書が処分 証書 といえ るの

か どうか、 つ ま り、 それが偽造 され た もの でな いか どうか な どを判断 す るた め には、 当該

文 書 の記 載 内容 の真 実性 の判 断 が先行 す る とい う指摘 もあ る。 賀集 ・前 掲論 文、16頁 。

71)契 約書 が真正 に成立 した こ とが認 め られ る場 合 に、契 約書 以外 の合 意 を排 除す る効果 が
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あるということが明確に述べられているわけではないが、たとえば、賀集 ・前掲論文にお

いても、「…その文書によって法律行為が行われたことが認められると…他 に真実の法律

行為 というものが存在する余地はない。」 とされているところから、契約書外における合

意 ということが考えられているとは思えないのである。また、大村敦志教授は 『消費者法

第2版 』有斐閣(2003年)67、68頁 において、契約書 が存在する場合 に消費者が契約書

に書かれていない自己の期待を契約内容として主張するためには、契約書の存在を否定し

た上で、どのような契約がなされたのかを主張 しなければならない、 と述べられており、

契約書の存在 と共に契約書外の合意の存在を認定することは全 く考えられていないようで

ある。ただ し、これが処分証書の証拠力 としてaめ られ る結論 なのか どうか明 らかではな

い。また、同書の別の箇所においては、目的物の性質に対する消費者の期待が契約内容と

なる場合があることを認められ、消費者契約においてはなるべ く消費者の期待を契約内容

として取 り込む解釈をすべきであるとも述べられている(同 、152頁 ～157頁)。 一方、た

とえ処分証書であっても、証書外でなされた合意の効果を認めるべきであるとする見解 も

ある。滝沢昌彦 『契約成立プロセスの研究』有斐閣(2003年)、241頁 。後注84参 照。

72)大 判大6・2・24民 録23輯284頁 。馬の売買 において、 「…売買馬匹が年齢13歳 にし

て且現 に受胎 し居 り其来歴上良馬を産すぺし…」 との売主の言が事実に反 していた として

買主が錯誤による売買の無効を求め認容された著名な事例。このような認識は現在でも変

わっていないように思われる。たとえぼ、下級審の判決であるが、大阪地判昭56・9・21

判 タ465号153頁 では、被告が脱毛機 を販売するに際し、「本件機械を指示された使用方

法に従って相当期間使用すれば永久脱毛が可能であり本件機械はそのような性能を有する

ものであると表示しかつこれを保証」したところ、原告がこれを信じて 「永久脱毛機」を

買い受けたが、実際にはその機械に表示されたとお りの性能がなかった、 という事実関係

のもとで、原告の錯誤による契約の無効が認められている。原告側は併せて暇疵担保責任

に基づ く契約の解除 ・損害賠償の請求もしていたが、錯誤による無効が認められる場合に

は蝦疵担保責任の規定が排除されるという判例にしたがって、 この請求は棄却された。こ

の事件においては、目的物が一定の性能を有することを売主が 「表示しかつこれを保証」

して販売 したことを認定 しなが ら、当該機械がそのような性能を有すべきことが債務の内

容であり、その不履行があった というとらえ方はなされておらず、あくまで売主の表示を

信じたがそれが事実と異なっていたのであるから買主に錯誤があったと考えられたのであ

る(も っ とも、当事者がそ もそも当該表示を契約内容 としてではなく、錯誤を基礎づける

事情 として主張 しているのであれば裁判所 としてもそのような主張の線に沿って判断する

ことにならざるをえないが)。 また、東京地判平2・6・26判 タ743号190頁 では、海浜

の リゾー トマンシ ョンの売買において、建築 ・不動産販売業者である被告の社員により当

該マンションがその地区において最後の高層リゾー トマンションであり、その町において

は町の条例により今後4階 以上の リゾー トマンシ ョンが建てられな くなった旨の説明を受

け、原告買主がその説明を信 じてマンションを購入 したところ、そのような条例はな く、

当該マンションの東南方向に地上14階 塔屋2階 建ての リゾー トマンシ ョンが建設されて

原告らの購入 したマンションの日照 ・眺望が大幅に損なわれた という事実関係に基づき、

原告が錯誤による契約の無効、詐欺による取消とともに当該マンションの日照 ・眺望につ

いての被告による保証違反を理由 として売買代金の返還を請求した(予 備的に不法行為 に
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基づ く損害賠償も請求している)。 これに対 して判決 は、原告の請求を棄却 したが、特に

被告の社員の説明を原告が信 じた点については錯誤が認められるとしつつも、これは動機

の錯誤であって、この点を原告か ら被告に対して表示していない以上、被告がこれを認識

できたとは認められないとしており、また、被告による保証に関しては、「…[被 告の]

社員 らが前記説明をしたことをもって、直ちに、売買契約の一方当事者である売主 として

の立場で被告が、本件マンションの性状を保証する意思を表明したと解することができな

いのは勿論のこと(発 言内容に関 して右社員 らが被告か ら与えられている権限の問題が吟

味されなくてはならないか ら。)被 告にはそもそもかかる性状 に関 して保証を成 しうる能

力がないし、このことは被告自身充分に認識しているはずであるから、特段の事情がない

限り、被告がこのような保証をする(ま たは、その権限を[被 告の]社 員に授与する)と

は認めがたい」 とした。 このケースでは、被告側の説明が事実 と異なっていたことおよび

その説明を原告が信じたことを錯誤 として とらえてはいるが、その説明を被告による保証

として債務内容とすることは認めていない。その理由としては、上に引用 したとおり、被

告の社員に保証をする権限があったかどうか不明であること、並びにそもそも被告にその

ような保証をする能力がなかったことという、もっぱら被告側すなわち事実 と異なる説明

をした側の事情をあげており、その説明を原告がどう受け取ったか、 ということは問題 と

されていないのである。このような判決を見ると、契約書外でなされたこのような表示が

債務の内容を構成するものとして認定されるのは、かなり困難であるように思われる。

73)我 妻栄 『新訂 民法総則』岩波書店(1965年)、295-297頁 。同書では、た とえば、受

胎 している良馬と誤信 して駄馬を買った場合は動機の錯誤であ り問題 とならないが、この

動機が表示され受胎 している良馬 としての売買であるときは、錯誤 となるという。このよ

うな理解は現在においても大きく異ならないであろう。

74)当 事者 の表示 した ところを債務 内容 として債務不履行による処理もあり得ることを示す

ものとして、中松櫻子 「錯誤」星野英一他編 ・民法講座1、 有斐閣(1984年)、437頁 、

がある。 また、 この問題 の根底 には、暇疵担保責任における法定責任説と債務不履行責任

説 との対立 と同様に、表示された性状を有さない物の給付をもって完全な債務の履行 とな

しうるのか否かについての見解の相違があるといえるだろう。

75>内 閣府国民生活局消費者企画課編 『逐条解説 消費者契約法[補 訂版]』 商事法務(2003

年)、71頁 。

76)た とえば、 「当セ ンターの派遣す る家庭教師は東大生です」と勧誘されたが派遣された

家庭教師が東京大学ではなく、東京○○大学の学生だった、 という場合が不実告知に当た

るとされており(同 書、73頁)、 必ず しも本文で述べた ような基準で判断されてはいない

ようでもある。この場合には、東京大学の学生を家庭教師 として派遣することが債務の内

容であるともいえそうだからである。

77)も ちろん、特別法によって大幅に契約内容が規制され、契約自由の原則がかなりの程度

の修正を受けているような契約類型については必ずしもこのようにいうことはできない。

78)こ れ らの理論については、た とえば、山本敬三 「民法における 『合意の暇疵』論の展開

とその検討」、棚瀬孝雄編 『契約法理 と契約慣行』弘文堂(1999年)149頁 以下、参照。

79)も ちろん、 これ までに、た とえば特定商取引法などの特別法により消費者の救済が図ら

れてきたことはいうまでもないが、消費者契約法立法の背景には、民法の諸制度による救
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済の困難さと共に、こうした個別法による救済の不十分さもあったことが指摘されている。

前掲 『逐条解説 消費者契約法[補 訂版]』4、5頁 。

80)表 示者側 に過失があると考 えられる場合には不法行為による損害賠償 という救済もあり

うるが、現実には困難な場合が多いであろう。

8D消 費者契約法に対す る批判的見解 について、拙稿 「消費者契約法の比較法的検討(一)」

創価法学第31巻1・2合 併号(2001年)lll頁 、118頁 以下参照。

82)前 注69参 照。

83)一 般に、民事訴訟法の教科書 ・体系書において、処分証書の成立が認められると、そこ

に記載された法律行為が証書の作成者により行われたことが認められることになるという

説明がなされているが、それ以上に、他の法律行為の存在を排除する効果があるとは述べ

られていない。前注70所 掲 の各文献参照。 この場合 にも、証書記載の法律行為の存在が

認められる以上、少な くともその記載内容 と矛盾する口頭の合意の存在を立証 し、かつ、

その効力を証書記載の法律行為の効力に優先させることはできない、 と解釈する余地はあ

ろう。 しかし、処分証書であるという一事をもって、そこまでの効力を認めるべきかは疑

問であり、むしろ、他の証拠 もあわせて、契約内容を認定すべきではなかろうか。

84)前 注71で あげた滝沢 ・前掲書241頁 は、 ドイツのオツ トー ・ベール(OttoBahr)の 論

文を素材 にした第三部第一章 の議論の中で次のように述べている。すなわち、「処分証書

の場合には証書以外の意思を問題 とする余地はないという理論は手形等にっいてなら説得

力があるが、しかし、契約書にっいては問題がないわけではない。特に要式行為 とされな

い限 りは書面も口頭の会話も表示 としての価値に理論的な差はないので、いかに真正に成

立した契約書であっても口頭の特約等によって内容が変更(場 合 によっては否定)さ れて

いる可能性 を否定することはできないはずなのである。書面の方が証拠 としての確実性が

高いことは当然であり書面を重視することは実務家としては健全な 『常識』であろうが、

契約書が処分証書であるとしても、だから証書以外の意思が問題 とならないと断定するの

は理論的には誤 りである。」

85)山 本 ・前掲論文83頁 では、契約書外の合意の認定に伴 う困難の理由として、確定的な

意思表示の必要性 と契約内容が当該契約類型の枠組みにしたがって確定されることとをあ

げている。本文にあげたのが前者の問題であることはいうまでもない。後者の問題につい

てはここでは特に取 り上げない。これは契約の性質決定によって、その本質 と相容れない

ような内容の合意は認定されないということを述べるものであるが、わが国においては、

特に投資勧誘における事業者による断定的判断の提供 という場面で問題 とされるからであ

る。また、このような考え方は契約内容の本質に反する条項の効力を否認する方向で機能

すると考えられるので、必ずしも不当な結論をもたらす とはいえないと思われる。

86)た とえば、山本敬三 『民法講義1総 則』有斐閣(2001年)217頁 。

87>心 裡留保の説明においては、一般 に、真意 と表示が一致 していないことを表意者が知 り

ながらする意思表示であり、例 としてあげられているのは主に契約締結の本体的意思表示

についてのものである。しかし、心裡留保の規定が契約締結の本体的意思表示に限定して

適用されるべき理由は見いだしがた く、個々の契約条項についての表示にも適用 されてよ

いと思われる。また、表意者が明確に真意と異なることを意識 していない場合、93条 を適

用 して処理することが可能か どうか問題があるが、明確な意思をもたない場合 も、相手方
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の信頼 保 護 が同規 定 の根拠 で あ る以上、 そ こに含 まれ る と考 えて よいので は ないか。

88)も ちろん、個々 の状況 に応 じて、 いず れの 内容 が信頼 されて契約 が締結 されたか を判断

すぺ き こ とはい うまで もない。

89)た とえば、ユ ニ ドロワ国際商事 契約原則 には、 契約書が 両当事者 の合意 内容 を完全 に具

現 して い る旨の条項 を含 む場 合 に は、 当該契約書 の内容 を以前 の表示 ない し合意 に よ り変

更 また は補 充で きな い とす る規定 や(Article2.17)、 契約書 が合意 に よ り修 正 され または

終 了 させ られ るには書面 に よ るこ とを要 す るとす る条項 を含 む場 合 には、 それ以 外の方法

で修 正 され また は終 了 させ られ えな い とす る規 定(Article2.18)が あるが、 これ らは特別

な条 項 が契約書 に含 まれて いない場合 に は、契約 書外 の表示 に よって その内容 の変 更等 が

な され うる こ とを前提 として い る。MichaelJoachimBonell,AnInternational

RestatementofContractLaw,2nded.,TransnationalPublishers,Inc.(1997).ま た、

ヨー ロ ッパ契約法原則 で は、これ らと同様 の規定 をおいてい るほか(Article2:107,2:108)、

よ り直 接的 に、契約締 結前 に一 方 当事者 に よって な され た言明 は、当該 の状況 にお いて相

手方が それ を契約上 の債務 を生 ぜ しめ る もの と理 解 す る ことが合 理的 であ る場合 には、 そ

の よ うに扱 われ る とす る規定 もあ る(Article6:101>。01eLandoandHughBeale,

PrinciplesofEuropeanContractLaw,KluwerLawInternational(2000).


